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研究成果の概要（和文）：オフショア開発が開発コスト削減策の一環として進み、先進国を中心に日本のみならず拡大
が続いてきた。日本からの開発事例を見ると、言葉、商習慣や文化の相違を原因とする様々なトラブルによって、当初
期待した効果があがっていないことも多い。オフショア開発を受託している海外現地企業を対象にヒアリング調査を実
施した結果、1)ブリッジSEや上流工程における現地技術者の参加が有効である、2)意識の共有を図る、3)信頼関係の構
築、などの成功要因が抽出された。しかし、すべての開発案件に普遍的に通用する方法は導出できず、多様性があるこ
とを前提としたマネジメントシステムを構築する必要があることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Offshore development has been expanded in the world. To watch offshore projects fr
om Japan to other countries, there are many cases where unexpected results because of some troubles caused
 the difference in language, business custom, and culture. I had interviews with some offshore development
 companies in China and Vietnam. As a result, I found some success factors: 1) Bridge SE have an effect on
 cross-cultural management, and a participation of local SE with upper process is effective. 2) To share w
ith all project member the recognition and perspectives on problems. 3) Establishing a relationship of tru
st between settlor side engineers and trustee side engineers. But, I cannot found a universal management m
ethodology for all offshore development projects. Because of this, companies are required to construct the
 management system presupposes diversity.
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１．研究開始当初の背景 
海外の IT 人材を活用し、自国外で情報シ
ステムのすべて、または一部を開発する動き
－いわゆる「オフショア開発」 (Offshore 
Development、以下、OD) が、先進国を中
心に世界各国で拡大が続いてきた。日本から
発注される ODの規模は 2011年で約 1千億
円に達し、ここ数年は概ね横ばいで推移して
いる。これらの日本からのソフトウェア（以
下、SW）開発案件を見ると、言葉、商習慣
や文化の相違を原因とするさまざまな開発
管理上のトラブルによって、当初期待したよ
うな効果があがっていないケースも多くみ
られ、その原因と対応策を解明することは重
要な課題となっている。 
２．研究の目的 
本研究の目的は、SW 開発企業が海外子会
社や海外のソフト開発企業とODを進める際
に発生している開発管理上の諸問題の実態
を把握し、さまざまな事例収集からベストプ
ラクティスを見出すことによって、そのある
べき解決策を提示することである。 
３．研究の方法 

(1) 過去に論及されてきた OD の生産管理
や経営管理に関する事例や研究を収集・整理
し、それぞれの特徴を明らかにする。(2)OD
の実態と現状把握のために各種データを収
集する。(3)ODを委託している会社と受託し
ている海外現地企業を対象にヒアリング調
査を行う。(4)事例とヒアリング調査をもとに
成功要因とベストプラクティスを導出する。 
４．研究成果 
(1)オフショア開発関連研究のサーベイ 
 情報システム開発の分野で「オフショア開
発」という言葉が用いられるようになったの
は 1995 年頃からと見られる。OD を議論す
る際に、その範疇として、運用管理など SW
開発に付帯する業務を含めるのか、「海外の
事業者」に子会社を含めるのか、日本国内で
事業展開している海外事業者への発注をど
うとらえるか、といった違いがあるが、本研
究では、基本的に、情報システムの SW開発
を国外にある企業（現地スタッフを中心とす
る子会社を含む）に委託することとした。 

SWの ODについて本格的に議論が交わさ
れるようになったのは 1990 年代中頃からと
思われるが、米国では 1980 年代後半になる
と、情報システム開発の分野でも海外へ移転
する動きが活発にみられるようになりはじ
め、そうしたなかで ODを異文化管理の視点
から論じる研究が現れる。たとえば、Robey,D
と Rodriguez-Diaz,A は、チリとパナマでア
メリカの多国籍企業によって行われたシス
テム開発の事例を調査し、それぞれの国にお
ける子会社が持つ異なった組織文化が、一方
では問題を引き起こし、また別の場合には成
功要因のひとつになっていることを明らか
にした。また、Hofstede,Gは、IBM社の 53
カ国 11 万 6 千人以上の従業員を対象として
調査を実施し、彼らが作業する際の行動に影

響している文化的に共通の要素を明らかに
した。Barrett,Mや Sahay,Sらは、ジャマイ
カにおいてインド人マネージャーがジャマ
イカ人従業員を管理して情報システムを開
発した事例を分析し、チームを構成する個々
人の価値基準の違いを考慮したプロジェク
ト管理が重要であることを指摘している。日
本では、ODが拡大したのが 90年代後半以降
であり、OD における異文化管理の問題には
欧米諸国より遅れて直面し認識されるよう
になった。たとえば、Nishida,H は 2000 年
代前期に中国、マレーシア、フィリピン、ア
メリカに進出している日系企業の日本人と
現地従業員を対象に調査を実施し、日本人が
現地従業員の業務遂行行動－なかでも「転職
の仕方」、「仕事範囲/責任範囲のとらえ方」、
「時間の守り方」－に文化の相違を感じてい
るのに対し、現地従業員は日本人の人間関
係・コミュニケーション行動－なかでも、「英
語/中国語での意思疎通」、「日本人上司とのコ
ミュニケーション」、「品質管理/事務管理の仕
方」－に文化の相違を感じる傾向が強いこと
を明らかにしている。また、Saito,K はみず
からプロジェクト管理者として中国におけ
る ODにあたった経験をもとに、日中におけ
るコミュニケーション構造の相違とその背
景にある文化の違いが課題となっているこ
とを示し 、Hayashida,N と Ishida,T は、
2004 年に日中の OD の現場を観察し、共通
認識の構築支援、対面状況におけるコミュニ
ケーション支援、資料共有の支援などが必要
であることを提示している。日本においては
製造業の海外進出を中心に異文化コミュニ
ケーションや管理の問題について研究の蓄
積があるが、SWの ODに固有の問題がある
のか、また、同じ SW業における異文化管理
の問題であっても日本企業固有の問題があ
るのか、といったことが検討課題として残さ
れていることが明らかとなった。 
(2)オフショア開発の推移と現状 
 日本から海外へのODを正確に把握する統
計は存在しないが、いくつかの調査からおよ
その規模が推計される。たとえば、2012 年
に実施された情報処理推進機構(IPA)の「オフ
ショア開発動向調査」によると、2011年度に
おける OD総額は約 976億円（推計）となっ
ており、2008 年の 1 千億円超には回復して
いないものの、前年よりも微増となっている。
次に、OD がどこで行われているかその委託
先を国別でみると、2012 年の取引件数ベー
スでは中国が 8割強を占め 1位にあり、次い
で、ヴェトナムとインドが約 2割弱、米国＆
カナダが 4％、以下、フィリピンなどとなっ
ている。2011年の発注額ベースでみると、中
国が 8割強を占め、次いで、インドが 4％弱、
ヴェトナムが 2％弱、以下、フィリピン、米
国などとなっている。近年、ミャンマーなど
が中国の次のOD先として注目されているが、
実績を見る限りでは、まだ極めて小さいと言
える。委託する業務範囲も従来はほとんどプ



ログラミングとその単体テストに限られて
いたが、近年では詳細設計や結合テストを業
務範囲とするケースも多く、中国、インドで
は基本設計などの上流工程への範囲拡大の
傾向がうかがえる。  

ODに対する満足度を見ると、中国でのOD
はコスト面での満足度が高い一方、品質面で
の満足度が相対的に低い。インドは、技術水
準の満足度が高い一方、コスト面での満足度
がやや低い。ヴェトナムに関しては、コスト
面での満足度が高いが、技術水準・品質に関
する満足度が相対的に低い。企業が ODを進
める最大の理由とメリットは日本と比較し
てコスト（多くは人件費）が安いということ
である。アジア各国政府の振興政策もあって、
日本に比べ安い労働コストで比較的優秀な
IT 技術者を利用できる環境が整備されたこ
とがこれらの国々でのODを可能にしてきた
が、今後のコスト環境次第では SW開発にお
いても再移転が起こる可能性がある。 

OD を委託している企業が課題として感じ
ていることを、IPAの調査で見ると、中国で
は、「人件費が上昇している」、「品質管理が
難しい」、「政情不安定の危険がある」といっ
た回答が、ヴェトナムでは、「言語が異なり
コミュニケーションが難しい」、「品質管理が
難しい」、「人件費が上昇している」という回
答がそれぞれ多い。中国以外の国では、いず
れも言語の違いによるコミュニケーション
の問題を指摘する回答が多い。実際の開発事
例を見ても、言葉や習慣の違いに起因するコ
ミュニケーション不足が原因なった品質や
納期に関するトラブルも見られ、異文化対応
が重要な課題になっている。 
(3)ヒアリング調査 
①中国（大連） 
大連は上海と並ぶ OD の拠点で、1990 年
代初から SW 産業の立地が始まり、1998 年
頃から日本の情報サービス各社が子会社や
合弁会社を設立する流れが本格化し、以後、
日本向けODとBPOを中心に年平均 35％超
という成長を続けてきた。10万人超の開発技
術者、約 1300社の SW開発企業があり、そ
のうち約400社が日本企業にサービスを提供
している。1)日本語専攻のある大学が多く人
材が豊富なこと、2)日本から距離が近く、時
差が少ない（-1 時間）、3)基礎的なインフラ
が整備済み、4)外資系企業への積極的な誘致
策など、中国の他都市と比較しても優位な条
件が揃っていることも日系企業の集積と OD
受託を拡大する要因となった。しかし近年で
は、コスト高、とくに労働コストの上昇によ
ってより人件費の安価な内陸部の都市（瀋陽、
長春など）との競争が激化している。2012
年 2月に大連軟件園と JETRO、2012年 8月
に J社と I_1社、2013年 6月にH社と Y社
を訪問、ヒアリング調査を実施した。 
［J社］ 
1998年に日中合弁で設立。業務系アプリケ
ーションの開発がほとんどである。当初は日

本からの ODを行っていたが、現在、プログ
ラム開発は中国企業に委託し、プロジェクト
管理を中心に行っている。長年の経験に基づ
いて開発－管理の体制と管理標準を構築し
てきた。例えば、OD では日本では常識とさ
れる部分が成果物に反映されていないこと
があるが、そうした事項を数百項目にわたっ
てリストアップし、「常識バグ一覧表」を作
り上げ、それに沿ってプログラマ（以下、PG）
とチームリーダがチェックする体制をとっ
ている。日本の発注側からは品質が高いと評
価されている一方で、まれに後から「こうい
うところは伝わらないのだな」ということが
聞かれる。日本の場合、上流工程で設計に関
与した人がそのまま開発会社に戻って PGの
横で指示しながら作業ができるがODではそ
れができない。詳細仕様を説明するために担
当者が日本から出張してくることはあるが、
プログラム開発をまとめてやってそのあと
はツール等を使った Q&A でコミュニケーシ
ョンをとりながら作業をすすめることが中
心となる。そこが国内開発と差が出る部分だ
が、その差は、日本で経験を積んだ SEを大
連に戻し担当させるというローテーション
効果によってある程度、埋めることができる。
「あいまいな表現」も含め、作業途中での仕
様変更はかなり多い。日本ではあいまいな表
現もその場で処理されることが多いがODで
はそれはできない。日本人のブリッジ SE（以
下、BSE）を置き、日本での設計工程が終了
した時点で大連に来て、中国の SEや PGに
仕様の詳細を説明し、以降、テスト時に再び
来てチェックする、というやり方が多かった
が、最近は中国の SEを１ヶ月～２ヶ月程度、
日本に送り日本側の SEと一緒に外部設計等
を担当し、大連に帰ってくるということも可
能な限りやっており、品質向上が期待できる。
中国の SEが日本へ行き、仕様について深く
理解して戻ると中国語で PG等に細かいこと
まで伝えることができるので、内部設計がう
まくできる。テストは日本人 SEに来てもら
ってやってその場で直すほうが今のところ
効果的と思われる。ただし、客先納品後の微
調整段階では大連から日本に担当者を送り
込んでやっている。そういうプロセスを客先
に提案をしているが、中国の SEを日本に連
れていくとコストは日本人 SEと同じになる
のでそこがネックになることもある。 
コミュニケーション・ギャップという点で
は、言葉の問題よりも、「考え方」の前提の
違いの方が大きい。業務の範囲を明確化して
その範囲内において自分の職責を忠実に果
たすという点、また、開発のプロセスよりも
成果物であるプロダクトを重視するという
点でも、日本よりも欧米の考え方に近い印象
である。成果物や開発の途中経過についての
詳細なドキュメントがなかなか出てこない
ので、プロセスを重視する日本の文化、細か
く進捗や工程を見ることで、安心を得ながら
作業を進めるというやり方とは合わないと



ころがある。だからといって、日本でのやり
方を一方的に押し付けてもうまくいかない。
なぜ、そのようなやり方をするのか丁寧に説
明し、理解してもらった上で進めることが大
切で、これは、ICTや情報システムだけの話
ではなく、組織として共に働くためには重要
な点である。 
［I_1社］ 
日本の IT 企業グループの子会社でおもに

ODを管理している。2000年頃、試行的に上
海の中国企業にオフショアの発注を行った
が、満足できる品質ではなかった。以降、OD
をいかに活用するか、そのやり方の試行錯誤
と学習を繰り返し、一時期は、オフショア発
注そのものを凍結したこともあった。その後、
再開し、最初、大連で中国企業 3 社に出し、
うち 2社はうまくいったが、1社は完全に作
り直さなければならない事態となった。うま
くいった 2 社は以前から日本に拠点があり、
BSEがきちんと機能している会社で、失敗し
た 1社は日本に拠点がなく、BSEもいないと
いう違いが見られた。それ以降の開発を見て
も、BSEをいかにうまく活用するかが開発プ
ロジェクトを成功させるキーとなる。 
2008年、大型の開発案件があり、一部を切
り出してサービスレベルを維持しながらコ
スト低減を図るためにオフショアを活用す
る方策をとった。オフショア側の開発拠点に
何名か日本人 SEを常駐させ、要求仕様や技
術的な事項を中国人スタッフに移転しなが
ら人材を育成、さらに情報システムの維持管
理業務を担わせながら、発生する追加の開発
案件を受注した。このやり方は非常に成功し
た。情報システムの維持管理業務をうまく追
加の開発案件に絡めることで、定期的な改修
が発生する顧客にはライフサイクルコスト
全体の低減を図りながらの開発提案ができ
るようになる。そのためには、顧客企業側の
オフショア化にむけての理解も重要である。
実際、この時には顧客による現地視察、セキ
ュリティ確認、立ち入り検査などを実施した
後、顧客企業に納得してもらった上で開発を
始めた。 
2010年秋、大連に現地法人を設立した。当
初は開発案件全体の１割弱しか担えなかっ
たが現在では半分以上を現地法人でやれる
ようになっている。大連の SEが日本に２ヶ
月～３ヶ月程度滞在し、基本設計から詳細設
計までを確認し、大連に持って帰ってそれを
基に単体テストまでの開発を行い、終わった
ら総合テストなどを日本で行うというやり
方をとっている。また、開発にあたっては、
日本と大連の間で TV 会議システムと Web
会議システムを使って、担当者同士が毎日頻
繁に打ち合わせを行っている。TV 会議は毎
日午後に問題の有無にかかわらず、毎日実施
している。これらは、指示する側―受ける側
という関係性での使用ではなく、双方が一緒
に考えるという意識、姿勢を持つように使う
ことが重要である。さらに、BSEは必要があ

ればいつでも日本に行けるように備えてい
る。進捗状況（進捗管理表：開発規模の推移、
目標とのかい離、試験項目数 レビュー達成
状況など）やバグの発生状況（故障発生数：
目標値、上限など）等は個々の担当者ごとに
ツールを使って「見える化」させ、日次でチ
ェックして情報を共有している。開発管理上
のふつうのことではあるがこれを定例化し
て繰り返すことで意識変革がおこり無駄な
調整コストが不要になる。また、ソースの全
レビューなどを実施することで、問題の早期
洗い出しを意識している。早目に問題点を発
見し対応することが重要で、そこで品質が担
保されるし、個々の技術者の技量もある程度
見極められる。中国では人材の流動性が高い
ので、人材の技量把握も重要なポイントであ
る。これまでの実績から日本側での評価も上
がり、OD を積極的に活用するようになって
きた。今後も上流工程を中心に日本でのオン
サイトの部分は残るであろうが、詳細設計な
どはなるべくオフショアに持っていけるよ
うにしたい。 
コミュニケーション・ギャップという点で
は、詳細設計工程と結合試験工程では問題が
あると認識している。仕事のすすめ方や意識
のギャップがある。中国の技術者は向上心が
高く自身のスキルアップや給与などが意識
の中心にあり、長い期間、同じ仕事を担って
生産性を上げようという意識は乏しい。しか
し、日本側はある程度長期間、仕事に習熟し
てもらって生産性を上げることを期待して
いるので、そこでズレが生まれる。また、文
化として、結果さえよければよいという意識
があり、プロセスが重視されない。日本側は
プロセスを含めた完成度で評価するが、中国
は成果物ができていれば完成とみることが
多く、この意識のズレが大きな問題であった。
日本側の指示にも問題があり、具体的に指示
をすることなく、概念的に「SE はこうある
べきだ」と説く。中国側は、それを聞いても
わからないし、具体的にどういうものを求め
られているかがわからない。基本的には、あ
くまでもアウトプット（成果物）についてコ
ミットすればいいという意識があるので、逆
にそれができていれば完成したものとみな
す。しかし、日本側では、アウトプットはで
きているかもしれないがプロセス上、ここが
できていない、という話をするので、コミュ
ニケーション・ギャップを感じてしまうこと
になる。日本であれば長く作業を共にしてい
るうちに暗黙のガイドラインが共有されて
いるが、大連で ODを始めた時は、作業者間
で共有されているものがなく、明示的なガイ
ドラインもなかったので、それらを前提とし
て話をするとギャップが出てしまっていた。 
2008年に開発を始めた当初、日中の作業者
間の意識のズレがあったので、発注側の担当
者目線で日本がどんなことを問題視してい
るか、オフショアに期待していることが何か
を、とことん話し合い、問題意識を共有する



ようにした。また、１年経過後に、開発プロ
セスをふりかえり、良かった点、悪かった点
などをレビューし、品質、生産性、コストな
どを数値で分析して示すようにした。こうし
て実態を数値化して知らせることによって
担当技術者の当事者意識を高めることがで
きた。国の違いを超えて同じレベルに意識を
合わせたうえで、次にどうやっていくかをみ
んなで考えていくこと、そしてそういう小さ
いことがノウハウとして蓄積されていくこ
とが大切である。しっかり納得したうえで統
率力のあるマネージャーの下で作業を行え
ば、チームで見たときの開発力は日本よりも
中国の方がパワーがあり、厳しい納期などに
集中して力を出すことができる。コミュニケ
ーション、あるいは異文化に伴う問題の多く
は、ひとつひとつのことでもお互いに話をき
っちりやっていけばそれなりに納得はして
もらえるし、共通の認識には到達するものと
思われる。組織としてのガイドラインをしっ
かり持って、技術者を丁寧に教育していけば、
それほど大きなギャップは生まれず、それな
りに共通の認識を持ってやっていける。しか
し、短期の開発であったり、教育に十分な時
間がかけられなかったりすると、日本であれ
ば自然と共有されているベースとなる考え
方が十分に移転、共有されないまま開発が進
み、そうした場合にはギャップが生じること
になる。日本における上流工程の段階から客
先にオフショア受託側の SEなどスタッフを
連れていくのは、トータルな開発の効率を考
えると有効と思われるが、コストがかかる。 
②ヴェトナム 
 ヴェトナムはいわゆる「チャイナプラスワ
ン」のオフショア先として近年脚光を浴びて
いる。国の重点的な育成産業のひとつとして
ICT関連分野を挙げており、様々な振興政策
がとられている。インターネットの一般利用
が世界的に進んだ 1995年頃から SW開発が
本格化し、2000 年頃から SW の輸出と OD
受入れが始まっている。ヴェトナムが日本か
らのオフショア先として人気を集めている
要因としては、1)中国、インドと比較して ICT
関係の技術者の人件費や物価が安い、2)比較
的親日である、3)真面目で向上心を持つ技術
者が多い、4)責任感があり納品期日や品質に
対する意識が高い、5)中国などと比べてカン
トリーリスクが低い、といった諸点が指摘さ
れる。一方で、1)技術者のスキルㇾベルにば
らつきが大きく、低い場合がある、2)中国と
比較すると日本語を解する人材が少ない、イ
ンドほど英語を解さない、3)都市部を除くと
高速の通信インフラが未整備、4)大型の開発
案件への対応力という点では中国に劣るこ
とが多い、といったデメリットもある。OD
の受託企業はホーチミンを中心に展開し、そ
の後、ハノイでも拡大してきたが、近年はダ
ナ ン も 拠 点 と な り つ つ あ る 。 FPT 
Software(ハノイ)、TMA Solutions（ホーチ
ミン）など従業員数が数千人規模の企業はわ

ずかで、多くの会社は数十名規模である。規
模の制約もあり、近年ではスマートフォン向
けのアプリ開発やFacebookなどのSNS向け
アプリ開発、コンシューマ向けの Web シス
テム開発など、特定領域の小規模な開発案件
に絞って請け負う会社が急増している。 
 ヴェトナムにおける OD の特徴の一つが、
開発プロジェクトごとに「コミュニケータ」
と呼ばれる日本語専門のスタッフが配置さ
れ、日本から提供される仕様書や各種ドキュ
メント類の翻訳、日本へ納品する各種成果物
の翻訳、日本人スタッフとヴェトナム人スタ
ッフとの間で交わされる会話や会議（TV 会
議を含む）の通訳などを専門に行なう。コミ
ュニケータの多くは大学で日本語を専門に
学んできた人たちであるが、反面、ICTに関
わる知識は乏しく、研修や実際の業務を通じ
た OJT で知識を身につけていく。仮にある
程度、日本語を解するBSEがいたとしても、
コミュニケータを置いてプロジェクトチー
ムを編成するのが特徴といえる。 

2013年 10月、V社（ハノイ）、T社、X社、
I_2社（ホーチミン）でヒアリングを行った。 
［T社］ 
 2012 年創設で、おもにスマートフォンや
タブレット端末用の業務用アプリを受託開
発している。アジャイルプロセス（agile 
process）による開発を全面的に採用している
のが特徴で、機能ごとに２週間～１ヶ月を一
つの期間として計画－実装－テストを行な
い、それを反復（イテレーション）しながら
機能を追加や修正を行っていく。要求仕様は
日本語のドキュメントが多いが英語に翻訳
している。アジャイル開発は、ドキュメント
ベースでのやり取りよりもプロジェクトの
関係者が適宜、直接顔を合わせて意思疎通を
行うことを重視するので、T社も大部屋に４
名程度のチームごとにいくつかの円卓があ
り、タスクボードに集まりながら作業にあた
っている。開発規模が比較的小さく（６～７
人月の開発案件が多い）、開発方法論から日
常的に対面で意見を交わしているので、今の
ところ、コミュニケーション・ギャップはあ
まり感じない。 
[X社] 

2004 年に創設され、生産管理システムや
保守業務管理システムなどを日本からの OD
で受託している。「高い技術力とオフショア
を感じさせない日本語力」を売りに、すべて
の業務において日本語に対応したシステム
の設計・制作を行っており、開発においても
基本的なやりとりはすべて日本語で行って
いる。そのために、全員にオリジナル教材に
よる日本語研修を課し、技術者にも日本語の
資格給制度を導入している。直接に日本語で
やりとりをするようにしたため、コミュニケ
ータを置いていない。以前はコミュニケータ
を介していたが、「伝言ゲーム」になってし
まい、開発の手戻りが多く発生したので、直
接のやりとりに変更した。こまめに確認を行



わないとうまくいかない点は残っているが
基本的に日本語のやりとりでそろえること
と定期的になるべく多くの技術者を訪日さ
せて研修や業務を経験させることで異文化
にともなうコミュニケーション・ギャップは
小さくなっている。 
[I_2社] 
 2001 年にヴェトナム人技術者向けの日本
語教育会社として創設され、2003年から OD
に参入した。おもに日本企業の業務系基幹シ
ステムや業務管理システム、コンバージョン
案件などの詳細設計～結合テストを請け負
ってきた。15～30 人月規模の案件が多いが
150 人月規模の案件もある。全技術者の 1/3
程度が日本語での対応が可能であり、顧客側
との直接のやりとりを行っている。また、ヴ
ェトナムの日系現地企業向けのシステム開
発も行っており、この場合は提案から保守管
理まですべてを行っている。OD における最
大の課題としてコミュニケーション・ギャッ
プによる行間漏れがあげられるが、日本人ス
タッフが常駐することによってこれらを防
いでいる。また、会議におけるルールが徹底
され、情報伝達を正確に行うためのノウハウ
が蓄積されているので、曖昧な表現が排除さ
れている。「品質向上」を重視し、社内の組
織体制、プロセス標準、ナレッジ共有を図る
とともに品質保証全般を担う QA（Quality 
Assurance）部をオフショア開発部の下に設
置し、プロジェクトマネジメント、品質管理
の監査を行っている。開発プロセスは、シス
テムで WBS、メンバーの作業記録、Q&A、
仕様変更、等のあらゆるデータを集約し、常
時モニタリングできるようにしている。 
(4)成功要因とベストプラクティスの導出 
①成功要因 今回の調査から以下の成功要
因を導出した。 
・上流工程において日本語が堪能で業務にも
詳しい SEを参加させ、下流工程の現地の技
術者に正確に伝達させる。BSEがそれを果た
すことが期待される。現地の SEや PGを日
本へ招き、開発現場を経験することは有効で
あるがコストと時間が必要となる。 
・こまめに進捗状況を管理し、発生した問題
や疑問点はすぐに共有して解決にあたる。ソ
ースコードの全検証は有効な場合が多い。 
・仕様にあいまいさを残さない。解釈の幅を
持たせると開発の現場で混乱を引き起こす。 
・目標値や各種の指標は「見える化」して共
有する。 
・意識の共有を図る。仮に共有できないまで
も、考え方や判断基準の相違が存在すること
をお互いに認識する。「日本では．．．」を押し
付けるのではなく、なぜそうなのかを一緒に
理解、納得しあうことが必要。 
・互いに技術者としての敬意を払う。プロジ
ェクトで教える－教えられるという関係に
なったとしても、対等な技術者としての敬意
を失わずに対応する。 
・信頼関係の構築。上記いずれの成功要因も

その前提として開発関係者間の信頼関係の
存在が必須である。 
②ベストプラクティスの想定 
 ベストプラクティスをすべての場合に通
用する最も効果的・効率的な方法・事例とし
て考えるのであれば、今回の調査であらゆる
OD 案件に適用可能なベストプラクティスを
見出すことは残念ながらほぼ不可能である
との認識に至った。かつて、F. Brooksは SW
の複雑性は本質的な性質であるため、SW 開
発には"No Silver Bullet"（銀の弾丸など無
い）と、全ての問題に通用する万能な解決策
などは存在しないと論じたが、OD について
も同様のことが言えよう。プロジェクトに合
った最適の方法・改善策はそれぞれの個別的
なものとして考えられなければならない。 
４．おわりに 
 本研究を遂行した結果、下記の諸点が明ら
かとなった。①OD によって発生する開発管
理上の問題の多くは異文化間における管理
上の問題として理解する必要がある。②問題
の解決には価値観の共有や異文化コミュニ
ケーション、ダイバシティ（diversity：多様
性）・マネジメントの考え方を経営に生かす
ことが有効である。認知に影響を与える多様
な要素を理解し、違いを障害とせずに多様性
があることを前提とした管理手法を構築す
る必要がある。③すべての開発プロジェクト
に普遍的に有効な方法は存在しない。文化的
相違の存在を前提としながら個々の環境や
条件を把握したうえで改善策をともに考え、
信頼関係を醸成することが肝要である。  
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